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§7 給水装置に関する省令・通知 

 

 

給水装置の構造及び材質の基準に関する省令 

（平成 9 年 3 月 19 日厚生省令第 14 号） 

最終改正：平成 24 年 9 月 6 日厚生労働省令第 123 号 

 

 水道法施行令（昭和 32 年政令第 336 号）第 4 条第 2 項の規定に基づき、給水装置の構造及び

材質の基準に関する省令を次のように定める。 

（耐圧に関する基準）  

第 1 条  給水装置（最終の止水機構の流出側に設置されている給水用具を除く。以下この条にお

いて同じ。）は、次に掲げる耐圧のための性能を有するものでなければならない。  

一  給水装置（次号に規定する加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具並

びに第 3 号に規定する熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用の水路を除く。）は、厚生労働大

臣が定める耐圧に関する試験（以下「耐圧性能試験」という。）により 1.75 メガパスカルの静水

圧を 1 分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。  

二  加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具（次に掲げる要件を満たす給

水用具に設置されているものに限る。）は、耐圧性能試験により当該加圧装置の最大吐出圧力の静

水圧を 1 分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。  

イ 当該加圧装置を内蔵するものであること。 

ロ 減圧弁が設置されているものであること。 

ハ ロの減圧弁の下流側に当該加圧装置が設置されているものであること。 

ニ 当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具についてロの減圧弁を通さない水との接続

がない構造のものであること。 

三  熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用の水路（次に掲げる要件を満たすものに限る。）

については、接合箇所（溶接によるものを除く。）を有せず、耐圧性能試験により 1.75 メガパス

カルの静水圧を 1 分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。  

イ 当該熱交換器が給湯及び浴槽内の水等の加熱に兼用する構造のものであること。 

ロ 当該熱交換器の構造として給湯用の水路と浴槽内の水等の加熱用の水路が接触するものであ

ること。 

四  パッキンを水圧で圧縮することにより水密性を確保する構造の給水用具は、第一号に掲げる

性能を有するとともに、耐圧性能試験により 20 キロパスカルの静水圧を 1 分間加えたとき、水漏

れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。  

２  給水装置の接合箇所は、水圧に対する充分な耐力を確保するためにその構造及び材質に応じ

た適切な接合が行われているものでなければならない。  
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３  家屋の主配管は、配管の経路について構造物の下の通過を避けること等により漏水時の修理

を容易に行うことができるようにしなければならない。  

（浸出等に関する基準）  

第 2 条  飲用に供する水を供給する給水装置は、厚生労働大臣が定める浸出に関する試験（以下

「浸出性能試験」という。）により供試品（浸出性能試験に供される器具、その部品、又はその材

料（金属以外のものに限る。）をいう。）について浸出させたとき、その浸出液は、別表第 1 の上

欄に掲げる事項につき、水栓その他給水装置の末端に設置されている給水用具にあっては同表の

中欄に掲げる基準に適合し、それ以外の給水装置にあっては同表の下欄に掲げる基準に適合しな

ければならない。  

２ 給水装置は、末端部が行き止まりとなっていること等により水が停滞する構造であってはな

らない。ただし、当該末端部に排水機構が設置されているものにあっては、この限りでない。  

３  給水装置は、シアン、六価クロムその他水を汚染するおそれのある物を貯留し、又は取り扱

う施設に近接して設置されていてはならない。  

４  鉱油類、有機溶剤その他の油類が浸透するおそれのある場所に設置されている給水装置は、

当該油類が浸透するおそれのない材質のもの又はさや管等により適切な防護のための措置が講じ

られているものでなければならない。  

（水撃限界に関する基準）  

第 3 条  水栓その他水撃作用（止水機構を急に閉止した際に管路内に生じる圧力の急激な変動作

用をいう。）を生じるおそれのある給水用具は、厚生労働大臣が定める水撃限界に関する試験によ

り当該給水用具内の流速を２メートル毎秒又は当該給水用具内の動水圧を 0.15 メガパスカルと

する条件において給水用具の止水機構の急閉止（閉止する動作が自動的に行われる給水用具にあ

っては、自動閉止）をしたとき、その水撃作用により上昇する圧力が 1.5 メガパスカル以下であ

る性能を有するものでなければならない。ただし、当該給水用具の上流側に近接してエアチャン

バーその他の水撃防止器具を設置すること等により適切な水撃防止のための措置が講じられてい

るものにあっては、この限りでない。  

（防食に関する基準）  

第 4 条  酸又はアルカリによって侵食されるおそれのある場所に設置されている給水装置は、酸

又はアルカリに対する耐食性を有する材質のもの又は防食材で被覆すること等により適切な侵食

の防止のための措置が講じられているものでなければならない。  

２  漏えい電流により侵食されるおそれのある場所に設置されている給水装置は、非金属製の材

質のもの又は絶縁材で被覆すること等により適切な電気防食のための措置が講じられているもの

でなければならない。  

（逆流防止に関する基準）  

第 5 条  水が逆流するおそれのある場所に設置されている給水装置は、次の各号のいずれかに該

当しなければならない。  

１  次に掲げる逆流を防止するための性能を有する給水用具が、水の逆流を防止することができ
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る適切な位置（ニに掲げるものにあっては、水受け容器の越流面の上方 150 ミリメートル以上の

位置）に設置されていること。  

イ 減圧式逆流防止器は、厚生労働大臣が定める逆流防止に関する試験（以下「逆流防止性能試

験」という。）により 3 キロパスカル及び 1.5 メガパスカルの静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、

変形、破損その他の異常を生じないとともに、厚生労働大臣が定める負圧破壊に関する試験（以

下「負圧破壊性能試験」という。）により流入側からマイナス 54 キロパスカルの圧力を加えたと

き、減圧式逆流防止器に接続した透明管内の水位の上昇が 3 ミリメートルを超えないこと。 

ロ 逆止弁（減圧式逆流防止器を除く。）及び逆流防止装置を内部に備えた給水用具（ハにおいて

「逆流防止給水用具」という。）は、逆流防止性能試験により 3 キロパスカル及び 1.5 メガパスカ

ルの静水圧を 1 分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。 

ハ 逆流防止給水用具のうち次の表の第 1 欄に掲げるものに対するロの規定の適用については、

同欄に掲げる逆流防止給水用具の区分に応じ、同表の第 2 欄に掲げる字句は、それぞれ同表の第

3 欄に掲げる字句とする。 

 

逆流防止給水用具の区分 読み替えら

れる字句 

読み替える字句 

（1）減圧弁 1.5 メガパス

カル 

当該減圧弁の設定圧力 

（2）当該逆流防止装置の流出側に止水機構が設けら

れておらず、かつ、大気に開口されている逆流防止給

水用具（（3）及び（4）に規定するものを除く。） 

3キロパスカ

ル及び 1.5メ

ガパスカル 

3 キロパスカル 

（3）浴槽に直結し、かつ、自動給湯する給湯機及び

給湯付きふろがま（（4）に規定するものを除く。） 

1.5 メガパス

カル 

50 キロパスカル 

（4）浴槽に直結し、かつ、自動給湯する給湯機及び

給湯付きふろがまであって逆流防止装置の流出側に

循環ポンプを有するもの 

1.5 メガパス

カル 

当該循環ポンプの最大

吐出圧力又は 50キロパ

スカルのいずれかの高

い圧力 

 

ニ バキュームブレーカは、負圧破壊性能試験により流入側からマイナス 54 キロパスカルの圧力

を加えたとき、バキュームブレーカに接続した透明管内の水位の上昇が 75 ミリメートルを超えな

いこと。 

ホ 負圧破壊装置を内部に備えた給水用具は、負圧破壊性能試験により流入側からマイナス 54

キロパスカルの圧力を加えたとき、当該給水用具に接続した透明管内の水位の上昇が、バキュー

ムブレーカを内部に備えた給水用具にあっては逆流防止機能が働く位置から水受け部の水面まで

の垂直距離の 2 分の 1、バキュームブレーカ以外の負圧破壊装置を内部に備えた給水用具にあっ

ては吸気口に接続している管と流入管の接続部分の最下端又は吸気口の最下端のうちいずれか低
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い点から水面までの垂直距離の 2 分の 1 を超えないこと。 

へ 水受け部と吐水口が一体の構造であり、かつ、水受け部の越流面と吐水口の間が分離されて

いることにより水の逆流を防止する構造の給水用具は、負圧破壊性能試験により流入側からマイ

ナス 54 キロパスカルの圧力を加えたとき、吐水口から水を引き込まないこと。 

二  吐水口を有する給水装置が、次に掲げる基準に適合すること。  

イ 呼び径が 25 ミリメートル以下のものにあっては、別表第 2 の上欄に掲げる呼び径の区分に応

じ、同表中欄に掲げる近接壁から吐水口の中心までの水平距離及び同表下欄に掲げる越流面から

吐水口の最下端までの垂直距離が確保されていること。 

ロ 呼び径が 25 ミリメートルを超えるものにあっては、別表第 3 の上欄に掲げる区分に応じ、同

表下欄に掲げる越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が確保されていること。 

２  事業活動に伴い、水を汚染するおそれのある場所に給水する給水装置は、前項第 2 号に規定

する垂直距離及び水平距離を確保し、当該場所の水管その他の設備と当該給水装置を分離するこ

と等により、適切な逆流の防止のための措置が講じられているものでなければならない。  

（耐寒に関する基準）  

第 6 条  屋外で気温が著しく低下しやすい場所その他凍結のおそれのある場所に設置されてい

る給水装置のうち減圧弁、逃し弁、逆止弁、空気弁及び電磁弁（給水用具の内部に備え付けられ

ているものを除く。以下「弁類」という。）にあっては、厚生労働大臣が定める耐久に関する試験

（以下「耐久性能試験」という。）により 10 万回の開閉操作を繰り返し、かつ、厚生労働大臣が

定める耐寒に関する試験（以下「耐寒性能試験」という。）により零下 20 度プラスマイナス 2 度

の温度で 1 時間保持した後通水したとき、それ以外の給水装置にあっては、耐寒性能試験により

零下 20 度プラスマイナス 2 度の温度で 1 時間保持した後通水したとき、当該給水装置に係る第 1

条第 1 項に規定する性能、第 3 条に規定する性能及び前条第 1 項第 1 号に規定する性能を有する

ものでなければならない。ただし、断熱材で被覆すること等により適切な凍結の防止のための措

置が講じられているものにあっては、この限りでない。  

（耐久に関する基準）  

第 7 条  弁類（前条本文に規定するものを除く。）は、耐久性能試験により 10 万回の開閉操作を

繰り返した後、当該給水装置に係る第 1 条第 1 項に規定する性能、第 3 条に規定する性能及び第

5 条第 1 項第 1 号に規定する性能を有するものでなければならない。  

 

   附 則  

 この省令は、平成 9 年 10 月 1 日から施行する。  

 

   附 則 （平成 12 年 10 月 20 日厚生省令第 127 号） 抄  

（施行期日） 

1 この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成 11 年法律第 88 号）の施行の日（平成 13 年

1 月 6 日）から施行する。  
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   附 則 （平成 14 年 10 月 29 日厚生労働省令第 138 号）  

1 この省令は、平成 15 年 4 月 1 日から施行する。  

2 この省令の施行の際現に設置され、若しくは設置の工事が行われている給水装置又は現に建築

の工事が行われている建築物に設置されるものであって、この省令による改正後の給水装置の構

造及び材質の基準に関する省令第 2 条第 1 項に規定する基準に適合しないものについては、その

給水装置の大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。  

 

   附 則 （平成 16 年 1 月 26 日厚生労働省令第 6 号）  

（施行期日） 

第 1 条  この省令は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。  

（経過措置） 

第 2 条  平成 17 年 3 月 31 日までの間、この省令による改正後の別表第 1 有機物（全有機炭素

（TOC）の量）の項中「有機物（全有機炭素（TOC）の量）」とあるのは「有機物等（過マンガ

ン酸カリウム消費量）」と、同項の中欄中「0.5mg／ℓ」とあるのは「0.1mg／ℓ」と、同項の下欄

中「5ｍg／ℓ」とあるのは「10mg／ℓ」とする。  

第 3 条  パッキンを除く主要部品の材料としてゴム、ゴム化合物又は合成樹脂を使用している水

栓その他給水装置の末端に設置されている給水用具の浸出液に係る基準については、当分の間、

この省令による改正後の別表第一フェノール類の項中「0.0005mg／ℓ」とあるのは「0.005mg／ℓ」

とする。  

第 4 条  この省令の施行の際現に設置され、若しくは設置の工事が行われている給水装置又は現

に建築の工事が行われている建築物に設置されるものであって、この省令による改正後の給水装

置の構造及び材質の基準に関する省令第2条第1項に規定する基準に適合しないものについては、

その給水装置の大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。  

 

   附 則 （平成 21 年 3 月 6 日厚生労働省令第 27 号）  

（施行期日） 

第 1 条  この省令は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。  

（経過措置） 

第 2 条  この省令の際現に設置され、若しくは設置の工事が行われている給水装置又は現に建築

の工事が行われている建築物に設置されるものであって、この省令による改正後の給水装置の構

造及び材質の基準に関する省令第 2 条第 1 項に規定する基準に適合しないものについては、その

給水装置の大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。  

 

   附 則 （平成 22 年 2 月 17 日厚生労働省令第 18 号） 抄  

（施行期日） 
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第 1 条  この省令は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。  

（経過措置） 

第 2 条  平成 24 年 3 月 31 日までの間、第 2 条の規定による改正後の給水装置の構造及び材質

の基準に関する省令（次条において「新給水装置省令」という。）別表第 1 カドミウム及びその化

合物の項の適用については、同項中欄中「0.0003mg／ℓ」とあるのは、「0.001mg／ℓ」とする。  

 

   附 則 （平成 23 年 1 月 28 日厚生労働省令第 11 号） 抄  

（施行期日） 

第 1 条  この省令は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。  

（経過措置） 

第 2 条  この省令の施行の際現に設置され、若しくは設置の工事が行われている給水装置又は現

に建築の工事が行われている建築物に設置されるものであって、第 2 条の規定による改正後の給

水装置の構造及び材質の基準に関する省令第 2 条第 1 項に規定する基準に適合しないものについ

ては、その給水装置の大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。  

 

   附 則 （平成 24 年 9 月 6 日厚生労働省令第 123 号）  

 この省令は、公布の日から施行する。ただし、第 5 条第 1 項第 2 号イ及び別表第 2 の改正規定

は、平成 25 年 10 月 1 日から施行する。 

別表第 1 

事  項 
水栓その他給水装置の末端に設置されている給水用

具の浸出液に係る基準 

給水装置の末端以外に設置され

ている給水用具の浸出液、又は給

水管の浸出液に係る基準 

カドミウム及びその

化合物 

カドミウムの量に関して、0.0003mg／ℓ以下である

こと。 

カドミウムの量に関して、

0.003mg／ℓ以下であること。 

水銀及びその化合物 水銀の量に関して、0.00005mg／ℓ以下であること。 水銀の量に関して、0.0005mg／ℓ

以下であること。 

セレン及びその化合

物 

セレンの量に関して、0.001mg／ℓ以下であること。 セレンの量に関して、0.01mg／ℓ

以下であること。 

鉛及びその化合物 鉛の量に関して、0.001mg／ℓ以下であること。 鉛の量に関して、0.01mg／ℓ以下

であること。 

ヒ素及びその化合物 ヒ素の量に関して、0.001mg／ℓ以下であること。 ヒ素の量に関して、0.01ｍｇ／ℓ

以下であること。 

六価クロム化合物 六価クロムの量に関して、0.005mg／ℓ以下であるこ

と。 

六価クロムの量に関して、

0.05mg／ℓ以下であること。 

シアン化物イオン及

び塩化シアン 

シアンの量に関して、0.001mg／ℓ以下であること。 シアンの量に関して 0.01mg／ℓ

以下であること。 
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硝酸態窒素及び亜硝

酸態窒素 

1.0mg／ℓ以下であること。 10mg／ℓ以下であること。 

フッ素及びその化合

物 

フッ素の量に関して、0.08ｍｇ／ℓ以下であること。 フッ素の量に関して、0.8ｍｇ／ℓ

以下であること。 

ホウ素及びその化合

物 

ホウ素の量に関して、0.1ｍｇ／ℓ以下であること。 ホウ素の量に関して、1.0ｍｇ／ℓ

以下であること。 

四塩化炭素 0.0002ｍｇ／ℓ以下であること。 0.002ｍｇ／ℓ以下であること。 

1.4―ジオキサン 0.005ｍｇ／ℓ以下であること。 0.05ｍｇ／ℓ以下であること。 

1.2―ジクロロエタ

ン 

0.0004ｍｇ／ℓ以下であること。 0.004ｍｇ／ℓ以下であること。 

シス―1.2―ジクロロ

エチレン及びトラン

ス―1.2―ジクロロエ

チレン 

0.004ｍｇ／ℓ以下であること。 0.04ｍｇ／ℓ以下であること。 

ジクロロメタン 0.002ｍｇ／ℓ以下であること。 0.02ｍｇ／ℓ以下であること。 

テトラクロロエチレ

ン 

0.001ｍｇ／ℓ以下であること。 0.01ｍｇ／ℓ以下であること。 

トリクロロエチレン 0.001ｍｇ／ℓ以下であること。 0.01ｍｇ／ℓ以下であること。 

ベンゼン 0.001ｍｇ／ℓ以下であること。 0.01ｍｇ／ℓ以下であること。 

ホルムアルデヒド 0.008ｍｇ／ℓ以下であること。 0.08ｍｇ／ℓ以下であること。 

亜鉛及びその化合物 亜鉛の量に関して、0.1ｍｇ／ℓ以下であること。 亜鉛の量に関して、1.0ｍｇ／ℓ

以下であること。 

アルミニウム及びそ

の化合物 

アルミニウムの量に関して、0.02ｍｇ／ℓ以下である

こと。 

アルミニウムの量に関して、0.2

ｍｇ／ℓ以下であること。 

鉄及びその化合物 鉄の量に関して、0.03ｍｇ／ℓ以下であること。 鉄の量に関して、0.3ｍｇ／ℓ以下

であること。 

銅及びその化合物 銅の量に関して、0.1ｍｇ／ℓ以下であること。 銅の量に関して、1.0ｍｇ／ℓ以下

であること。 

ナトリウム及びその

化合物 

ナトリウムの量に関して、20ｍｇ／ℓ以下であるこ

と。 

ナトリウムの量に関して、200ｍ

ｇ／ℓ以下であること。 

マンガン及びその化

合物 

マンガンの量に関して、0.005ｍｇ／ℓ以下であるこ

と。 

マンガンの量に関して、0.05ｍｇ

／ℓ以下であること。 

塩化物イオン 20ｍｇ／ℓ以下であること。 200mg／ℓ以下であること。 

蒸発残留物 50ｍｇ／ℓ以下であること。 500ｍｇ／ℓ以下であること。 

陰イオン界面活性剤 0.02ｍｇ／ℓ以下であること。 0.2ｍｇ／ℓ以下であること。 
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非イオン界面活性剤 0.005ｍｇ／ℓ以下であること。 0.02ｍｇ／ℓ以下であること。 

フェノール類 フェノールの量に換算して、0.0005ｍｇ／ℓ以下であ

ること。 

フェノールの量に換算して、

0.005ｍｇ／ℓ以下であること。 

有機物（全有機炭素

（ＴＯＣ）の量） 

0.5ｍｇ／ℓ以下であること。 3ｍｇ／ℓ以下であること。 

味 異常でないこと。 異常でないこと。 

臭気 異常でないこと。 異常でないこと。 

色度 0.5 度以下であること。 5 度以下であること。 

濁度 0.2 度以下であること。 2 度以下であること。 

エピクロロヒドリン 0.01ｍｇ／ℓ以下であること。 0.01ｍｇ／ℓ以下であること。 

アミン類 トリエチレンテトラミンとして、0.01ｍｇ／ℓ以下で

あること。 

トリエチレンテトラミンとして、

0.01ｍｇ／ℓ以下であること。 

2.4―トルエンジア

ミン 

0.002ｍｇ／ℓ以下であること。 0.002ｍｇ／ℓ以下であること。 

2.6―トルエンジア

ミン 

0.001ｍｇ／ℓ以下であること。 0.001ｍｇ／ℓ以下であること。 

酢酸ビニル 0.01ｍｇ／ℓ以下であること。 0.01ｍｇ／ℓ以下であること。 

スチレン 0.002ｍｇ／ℓ以下であること。 0.002ｍｇ／ℓ以下であること。 

1.2―ブタジエン 0.001ｍｇ／ℓ以下であること。 0.001ｍｇ／ℓ以下であること。 

1.3―ブタジエン 0.001ｍｇ／ℓ以下であること。 0.001ｍｇ／ℓ以下であること。 

備考 

  主要部品の材料として銅合金を使用している水栓その他給水装置の末端に設置されている給水用具の浸出

液に係る基準にあっては、この表鉛及びその化合物の項中「0.001ｍｇ／1」とあるのは「0.007ｍｇ／1」と、

亜鉛及びその化合物の項中「0.1ｍｇ／1」とあるのは「0.97ｍｇ／1」と、銅及びその化合物の項中「0.1ｍｇ

／1」とあるのは「0.98ｍｇ／1」とする。 

別表第二  

呼び径の区分 近接壁から吐水口の中心

までの水平距離 

越流面から吐水口の最

下端までの垂直距離 

13 ミリメートル以下のもの 25 ミリメートル以上 25 ミリメートル以上 

13 ミリメートルを超え 20 ミリメートル以下のもの 40 ミリメートル以上 40 ミリメートル以上 

20 ミリメートルを超え 25 ミリメートル以下のもの 50 ミリメートル以上 50 ミリメートル以上 

備考 

１ 浴槽に給水する給水装置（水受け部と吐水口が一体の構造であり、かつ、水受け部の越流面

と吐水口の間が分離されていることにより水の逆流を防止する構造の給水用具（この表及び次表

において「吐水口一体型給水用具」という。）を除く。）にあっては、この表下欄中「25 ミリメー

トル」とあり、又は「40 ミリメートル」とあるのは、「50 ミリメートル」とする。 
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２ プール等の水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い洗剤又は薬品を入れる水槽及

び容器に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）にあっては、この表下欄中「25 ミ

リメートル」とあり、「40 ミリメートル」とあり、又は「50 ミリメートル」とあるのは、「200

ミリメートル」とする。 

別表第三 

区分   越流面から

吐水口の最

下端までの

垂直距離 

近接壁の影響がない場合   （1.7×ｄ＋

5）ミリメー

トル以上 

近接壁の影響がある場合 近

接

壁

が

一

面

の

場

合

壁からの離れが（3×D）ミリ

メートル以下のもの 

（3×ｄ）ミ

リメートル

以上 

壁からの離れが（３×Ｄ）ミ

リメートルを超え（５×Ｄ）

ミリメートル以下のもの 

（２×ｄ＋

５）ミリメ

ートル以上

壁からの離れが（５×Ｄ）ミ

リメートルを超えるもの 

（１．７×

ｄ＋５）ミ

リメートル

以上 

近

接

壁

が

二

面

の

場

合

壁からの離れが（４×Ｄ）ミ

リメートル以下のもの 

（３．５×

ｄ）ミリメ

ートル以上

壁からの離れが（４×Ｄ）ミ

リメートルを超え（６×Ｄ）

ミリメートル以下のもの 

（３×ｄ）

ミリメート

ル以上 

壁からの離れが（６×Ｄ）ミ

リメートルを超え（７×Ｄ）

ミリメートル以下のもの 

（２×ｄ＋

５）ミリメ

ートル以上

壁からの離れが（７×Ｄ）ミ

リメートルを超えるもの 

（１．７×

ｄ＋５）ミ

リメートル

以上 
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備考 

  １ Ｄ‥吐水口の内径（単位 ミリメートル）ｄ‥有

効開口の内径（単位 ミリメートル） 

２ 吐水口の断面が長方形の場合は長辺をＤとする。 

３ 越流面より少しでも高い壁がある場合は近接壁とみな

す。 

４ 浴槽に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除

く。）において、下欄に定める式により算定された越流面か

ら吐水口の最下端までの垂直距離が50ミリメートル未満の

場合にあっては、当該距離は 50 ミリメートル以上とする。

５ プール等の水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活

動に伴い洗剤又は薬品を入れる水槽及び容器に給水する給

水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）において、下欄に

定める式により算定された越流面から吐水口の最下端まで

の垂直距離が 200 ミリメートル未満の場合にあっては、当

該距離は 200 ミリメートル以上とする。 
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健水発第 1 2 2 1 0 0 2 号 

平成 19 年 12 月 21 日 

各厚生労働大臣認可水道事業者 殿 

                        厚生労働省健康局水道課長 

 

消防法施行令及び消防法施行規則の改正に伴う特定施設水道連結型スプリンクラー設備の運用

について 

 

消防法施行令の一部を改正する政令（平成 19 年政令第 179 号。以下「改正令」という。）及

び消防法施行規則の一部を改正する省令（平成 19 年省令第 66 号。以下「改正規則」という。）

が平成 19 年 6 月 13 日に公布され、小規模社会福祉施設に対してスプリンクラー設備の設置が

義務づけられ、また、小規模社会福祉施設について特定施設水道連結型スプリンクラー設備の設

置が認められることとなりました。改正令及び改正規則の施行は平成 21 年 4 月 1 日ですが、防

火安全上の観点等から前もって特定施設水道連結型スプリンクラー設備の設置を計画する施設が

増えてくることが考えられます。 

つきましては、特定施設水道連結型スプリンクラー設備については水道法第 3 条第 9 項に規定

する給水装置に該当するものがありますので、その設置にあたりましては、下記の事項に留意い

ただきますよう、お願いいたします。 

なお、消防庁より平成 19 年 12 月 21 日付消防予第 390 号「特定施設水道連結型スプリンク

ラー設備等に係る当面の運用について」が各都道府県消防主管部長あて通知されているところで

すので、参考として添付いたします。 

 

記 

 

１  設置の申込を受ける段階の配慮事項 

設置の申込を受けるにあたっては、以下の事項に配慮すること。 

(1)  特定施設水道連結型スプリンクラー設備の類型としては、別紙 1 のようなものが考えら

れること。この場合において、特定施設水道直結型スプリンクラー設備を構成する配管系統

の範囲は、水源（消防法施行令（昭和 36 参考年政令第 37 号）第 12 条第 2 項第 4 号ただ

し書により必要水量を貯留するための施設を設けないものにあっては、水道事業者の施設し

た配水管から分岐して設けられた給水管）からスプリンクラーヘッドまでの部分であること。

ただし、 配水管が水源であり、水道法施行規則第 12 条の 2 第 2 号に掲げる水道メーター

が設置されている場合にあっては、水源から水道メーターまでの部分を除く。 

また、特定施設水道連結型スプリンクラー設備のうち、水道法第 3 条第 9 項に規定する給水

装置に直結する範囲（以下、「水道直結式スプリンクラー設備」という。）については、水道

法の適用を受けること。 
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(2)  水道直結式スプリンクラー設備の工事（設置に係るものに限る。）又は整備は、消防法の

規定により必要な事項については消防設備士が責任を負うことから、指定給水装置工事事業

者等が消防設備士の指導の下に行うものとし、また、必要に応じて所管消防署等と打ち合わ

せを行うよう指導すること。 

(3)  消防法令に基づく水道直結式スプリンクラー設備の設置にあたり、消防設備士が水道事

業者の施設した配水管から分岐して設けられた給水管からスプリンクラーヘッドまでの部分

について水理計算等を行うことになるので、水道直結式スプリンクラー設備を設置しようと

する者に対して当該地区の最小動水圧等配水の状況及び直結給水用増圧ポンプ設備設置の可

否について情報提供すること。 

(4)  水道直結式スプリンクラー設備を設置しようとする者に対して、水道が断水のとき、配

水管の水圧が低下したときなどは正常な効果が得られない旨を確実に了知させること。 

その際、 

①  災害その他正当な理由によって、一時的な断水や水圧低下等により水道直結式スプリン

クラー設備の性能が十分発揮されない状況が生じても水道事業者に責任がない。 

②  水道直結式スプリンクラー設備が設置された家屋、部屋を賃貸する場合には、①のよう

な条件が付いている旨を借家人等に熟知させる。 

③  水道直結式スプリンクラー設備の所有者を変更するときは、①及び②の事項について譲

受人に熟知される。 

等を内容とする書面を申込者に交付する方法も考えられること。 

(5)  水道直結式スプリンクラー設備の火災時以外における作動及び火災時の水道事業にその

責を求めることのできない非作動に係る影響に関する責任は、水道事業者が負わない旨を設

置しようとする者に十分説明し、了解を得ること。 

(6)  寒冷地等における凍結防止のための水抜きが行われる地域においては、凍結防止のため

の水抜き時にも正常に作動するようなスプリンクラー設備の設置がなされるよう指導するこ

と。 

２  設計審査に当たっての配慮事項 

給水装置としての設計審査にあたっては、以下の事項に配慮すること。なお、消防法令に規

定された事項については、消防法に規定された消防設備士が責任を負い、所管消防署等に届け

出ること。 

(1)  当該給水装置を分岐しようとする配水管の給水能力の範囲内で、水道直結式スプリンク

ラー設備の正常な作動に必要な水圧、水量が得られるものであること。 

(2)  水道直結式スプリンクラー設備の設計にあたっては、スプリンクラーヘッド各栓の放水

量は１５L／分（火災予防上支障のある場合にあると認められる場合にあつては３０L／分）

以上の放水量が必要であること。また、スプリンクラーヘッドが最大４個が同時に開放する

場合を想定し設計されることがあるため、その際は、合計の放水量は６０L（１２０L）／分

以上を確保する必要があること。 
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(3)  水道直結式スプリンクラー設備の設計にあたっては、利用者に周知することをもって、

他の給水用具（水栓等）を閉栓した状態での使用を想定できること。 

(4)  水道直結式スプリンクラー設備は消防法令適合品を使用するとともに、給水装置の構造

及び材質の基準に適合する構造であること。 

(5)  停滞水及び停滞空気の発生しない構造となっていること。 

(6)  結露現象を生じ、周囲（天井等）に影響を与える恐れのある場合は、防露措置が行われ

ていること。 

３  その他 

(1)  水道直結式スプリンクラー設備の維持管理上の必要事項及び連絡先を見やすいところに

表示するよう指定給水装置工事事業者に指導すること。 

(2)  水道直結式スプリンクラー設備の所有者又は使用者に対し、当該設備を介して連結して

いる水栓からの通水の状態に留意し、異常があった場合には、水道事業者又は設置工事をし

た者に連絡するよう指導すること。 

(3)  ２(1)及び(2)の事項が満たされない場合は、配水管から分岐する給水管口径の増径、受水

槽や増圧ポンプの設置、建築物内装の耐火性を向上させる等の措置が必要になるので所轄消

防署等に相談するよう指導すること。 

(4)  水道直結式スプリンクラー設備の設置台帳を作成する等によりその設置状況を把握して

おくこと。 

(5)  水道直結式スプリンクラー設備の設置にあたり、消防法令で規定された消防用設備等と

して必要な事項については、消防法で規定された消防設備士等が所管消防署等に提出するの

で、水道利用者からの問い合わせ等に備えて、当該設備の水圧、水量の設計方法など必要な

情報については、各市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）から情報を収集

すること。 
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